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Abstract 
 

The purpose of this study was to clarify the effects of a mixing intensity on the quality of treated water and the 
recovery of fertilizers when N, P, and K were simultaneously recovered from swine wastewater at high pH using a 
batch recovery system. Experiments were performed using a batch reactor. A sedimentation velocity was almost 
constant at a mixing intensity from 20 to 70 sec⁻¹, but the sedimentation velocity decreased at a mixing intensity over 
70 sec⁻¹. The maximu of SS concentration as small as 120 mg/L indifated that the solid-liquid separation was sufficient. 
At a mixing intensity of 31 sec -1 or less, the total concentrations of P and N in the treated water satisfied the Effluent 
Standars. The N, K, and P contents of the air-dried product satisfied the minimum required for mixed animal excrement 
complex fertilizer. The recovery rate of N as fertilizer increased but recovery rate of K as fertilizer decreased with 
increase in mixing intensity. The average recovery of the sum of N and K was maximum (92%) at a mixing intensity 
of 31 sec⁻¹. The recovery rate of P as fertilizer was 100% at any mixing intensity. From the viewpoints of both water 
treatment and resource recovery, the optimum mixing intensity was 31 sec-1. 
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 はじめに

養豚廃水中には多量のリン・窒素・カリウムが含まれて

いる。これらは富栄養化等の水質汚濁を引き起こす原因と

なっており ）、国内で定められた一律排水基準（窒

素 、リン ）を達成することが著しく困難

であり、一時的な処置として暫定排水基準（窒素 、

リン ）が設定されている ）。一律排水基準を早く

達成するために窒素・リンを回収（除去）する必要がある。

一方、リン・窒素・カリウムは化学肥料や農薬及び食品添

加物に活用されており、世界の人口増加に伴って食料需要

が増加することが予想され、リン・窒素・カリウムの需要

が増えることが考えられる ）。日本においてリン及びカリ

ウム鉱石の産出がないため、海外からの輸入に依存してい

る ）。しかし、日本のリン鉱石の輸入量は、 年の

万トンから 年には 万トンまで減少しており、鉱石

トンあたりの価格も 倍以上に高騰し、リン資源を安定

的に確保することは、難しくなるものと思われる ）。リン

資源を他国からの輸入に頼らず、日本国内での安定供給を

図るためには、国内で消費されるリン資源の有効利用や再

利用を推進する必要がある。以上のことから、水環境の観

点、資源循環の観点より、養豚廃水からリン・窒素・カリ

ウムを回収する必要がある。

養豚廃水からリン・窒素・カリウムを回収する方法に

₄ ₄ 法と 法がある。養豚廃水を対

象にして、 法については反応溶液の の上昇ととも

に窒素、リン回収率が上昇することが分かっている ）しか

し、 が を超えると 生成が抑制され ）、一方で

は反応溶液の が を超えると、 の生成が増加する
）。また、模擬廃水を用いた場合、 法では モル比

（以下同じ）が増加すると と の回収効率は増加する

。さらに、し尿を対象とした場合、 法では が増

加すると と の回収効率は増加する ）。以上のように、

と の生成は 、 の影響を受けており、これ

らを調整することで 、 の生成量を増加させること

が可能であると考えられる。養豚廃水から と を同

時回収することについて、押方 は、高い 条件で回収

実験を行い、 残存濃度、 、 回収率から最適な回収条件

（ 、 、 ）を決定した。

光岡 は、養豚廃水から反応槽、沈殿槽からなる連続装

置で 、 、 を同時回収した場合の処理水質や肥料回収物

性状を明らかにすることを目的とし、 、

、 の回収条件で、実原水を用いて連

続処理実験を行った。沈降槽での 沈降性が悪かったの

で、処理水に を多く含み、 、 ともに排水基準を大幅

に超過し、実原水の方が肥効成分回収率が低くなった。よ

って、処理水水質、肥効成分回収率を改善するために、沈
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回分式回収実験

沈降速度、 、 回収率が高い撹拌強度（ ⁻¹（撹拌

速度 、反応体積 ）、 ⁻¹（撹拌速度 、

反応体積 ）、 ⁻¹（撹拌速度 、反応体積 ）

で回収実験を行った。反応槽にメスシリンダーで原水を所

定量加え、 と同様に が に達してから 時間

撹拌した。 時間撹拌後、撹拌翼と 調整ポンプを止め

攪拌機と 調整チューブを反応槽から取り出し、 分

間静置させ、沈殿物を沈降させた。その後、サイフォンを

使って反応槽から 上まで上澄水を処理水受けに引き

抜き、その後 シリンジで沈殿物を吸い始める直前ま

で上澄水を採取した。採取後、引き抜いた処理水の重量を

測定した。

処理水受けの処理水をよく撹拌し、 測定用にメスシ

リンダーに約 程度取り、体積を測定後、 のガラ

スフィルターで吸引ろ過し、ろ紙上の残渣を ℃で 日

乾燥させ、処理水中の 濃度を求めた。次に、全濃度測

定用に処理水 に濃硝酸 加え、 分加熱分解後、

0.45µm メンブレンフィルターで吸引ろ過し蒸留水で

にメスアップした。処理水中の溶存態濃度分析用に

処理水受けの処理水を μ のメンブレンフィルター

でろ過し濃硝酸を 加えて冷蔵庫で保管した。その後、

処理受けに残った処理水の を測定した。

反応槽に残った沈殿物の重量を測定したあと、沈殿物の

含水率を測定するために、反応槽内の沈殿物をよく混合し、

ビーカーに約 程度取り、 ℃で 日乾燥させた。次

に、全濃度測定用に沈殿物 とり、処理水中の全濃度と

同じ方法で処理した。さらに、風乾試料を得るために、反

応槽内の沈殿物をよく混合し、沈殿物約 をプラスチ

ックバットに取り、室温で乾燥（風乾）した。乾燥は減少

重量が 以下になるまで継続した。最後に、沈殿物の

溶存態濃度測定用に沈殿物反応槽内に残った沈殿物 分

間 で遠心分離後、上澄みを μ のフィルター

でろ過した。

風乾試料を粉砕し、試料約 を ℃で 日乾燥させ、

含水率を測定した。次に、風乾試料の含有量分析のために

風乾試料約 ｇをコニカルビーカーに取り、蒸留水 、

濃硝酸 を加え、ホットプレートで加熱し、0.45µm の

メンブランフィルターを用い吸引ろ過し、蒸留水で

にメスアップした。また、風乾試料中のク溶性生成分析の

ために風乾試料 を のポリ瓶に加え、 ク

エン酸溶液を５倍希釈した溶液 を加え、恒温振とう

機を用いて ℃・ で１時間振とう後、蒸留水を

加え、フタをして良く振った後、 μｍのメンブランフ

ィルターでろ過した。最後に、風乾試料中の水溶性生成分

析のために風乾試料 を のポリ瓶に加え、蒸留

水をメスシリダーで 加え振とう機で で 分

間振とう後、 μ のメンブランフィルターでろ過した。

分析方法

はインドフェノール青吸光光度法、 はチオシア

ン酸水銀法、 、 、 、 はフレーム原子吸光光度法

、 、 は 、

を用いて分析を行った。

結果と考察 
養豚廃水と処理原水

養豚廃水の濃度を表 に示す。表には示さないが、 は

で、 濃度は であった。 と は溶存態

濃度が全濃度よりも大きく、 約 倍、 は約 倍

大きかった。これら以外の元素については、溶存態と全濃

度はほぼ一致しており、主に溶存態で存在していた。処理

原水の濃度を図 に示す。表には示さないが、 は

で、 濃度は であった。 について溶存態濃度が

全濃度よりも約 倍大きかった。これ以外の元素では溶

存態と全濃度はほぼ一致していた。また、処理原水中の

と について、 は 、 は

で設定した値通りであった。

撹拌条件の検討

撹拌強度と物理的特性の関係

撹拌強度と沈降速度の関係を図 に示す。撹拌強度 は

以下の式 ⁾で算出した。

𝐺𝐺＝√𝐶𝐶・𝐴𝐴・𝑣𝑣³
2・𝛾𝛾・𝑉𝑉

…(1)

ここで、は撹拌強度 ⁻¹ 、は撹拌係数 を採用 、

は撹拌翼の面積 ² 、γは動粘性係数 × ²

⁾を使用 、 は撹拌槽容量 ³ である。 は撹拌翼の

周辺速度 であり、式 ⁾より求めた。

𝑣𝑣 = 2
3・2・𝜋𝜋・𝑅𝑅・ 𝑁𝑁

60…(2)

ここで、 は撹拌翼半径 、 は回転数 である。図

より、撹拌強度 ～ ⁻¹の範囲では沈降速度はほぼ一

定であったが ⁻¹以上になると沈降速度が低下した。

また、最も沈降速度が高い条件は撹拌強度が ⁻¹で、

このときの沈降速度は であった。最も沈降速

表 養豚廃水分析結果 。

全濃度

溶存態濃度

表 処理原水分析結果

全濃度

溶存態

濃度

  

殿槽における の沈降性を改善する必要があることが報

告された。

一般的に、 の沈降性は 粒径が大きくなることで良

好になる。原田 らは、大きな形状の を選択的に回

収できる最適条件の検討することを目的に、模擬養豚廃水

を用いて静置時間（ ～ ）および撹拌速度（ 、 ）

を変えて実験を行った。その結果、 添加後溶液の静置

時間を 時間、 源の滴下時間を長く、撹拌速度を

と遅くすることで、大きな形状の を選択的に回収する

ことが可能であることが報告された。佐藤 らは、 プ

ロセスにおいて、機械式撹拌型散気装置による撹拌が活性

汚泥の処理特性と沈降性に与える影響について検討し、撹

拌速度を ～ の範囲で活性汚泥の沈降実験を行

った。撹拌速度が上がると撹拌翼のせん断力の上昇により

粒子が細分化し、沈降性が悪化することを報告した。以上

のことから撹拌速度を低くすることで大きな粒子が得ら

れるが、養豚廃水から 、 生成による 、 、 同時

回収において撹拌速度による沈降性への影響は不明であ

る。

本研究では、回分式回収装置を用いて高 条件で養豚

廃水から 、 、 を同時回収した場合の撹拌条件の処理水

質や肥効成分回収への影響を明らかにすることを目的と

して、回分式の反応装置を用いて異なる撹拌速度と反応体

積で反応実験を行い、撹拌速度と体積から求めた撹拌強度

による沈降性、回分式回収の処理性能への影響を評価した。

 
 実験方法

養豚廃水および処理原水の調整

実験に用いた養豚廃水は、宮崎県内の養豚場から固液分

離後の廃水 を採取した。採取した養豚廃水の を測

定した後、一部を採取し で 分間遠心分離後、

残渣を ℃で 時間乾燥させて 濃度を求めた。全濃

度測定用に養豚廃水 に濃硝酸 を加えて加熱分

解を行い、0.45µm のメンブランフィルターを用いて吸引

ろ過した。また、溶存態濃度測定用に養豚廃水を

で 分間遠心分離後、 μ のメンブランフィルターで

ろ過した。

処理原水は、処理原水中の （ と の合計

に対する のモル比。以後、 ₄ を と表記する。）が

、 が となるように H₃PO₄溶液（ ）、

MgCl₂溶液 を養豚廃水に加えて調整した後、

冷蔵庫で保存した。処理原水は調整後、養豚廃水と同じよ

うに 濃度を求め、全濃度分析用試料と溶存態濃度分析

試料を得た。

実験装置

図 に実験装置の概要を示す。反応槽は のポリバケ

ツを用い、反応槽の攪拌には撹拌機（ 、 ）と

長方形攪拌翼（縦 ㎝、横 ㎝）を用いた。反応槽への

の 添加は添加用ポンプ（ 、 ）を用い、反

応槽の コントロールは 調整器（ 、 ）

と の 制御用ポンプ（ 、 ）を用いて行

った。添加した の 量を測定・記録するためにデジ

タルはかり（カスタム、 ）を用いた。

撹拌条件検討実験

撹拌強度による沈降性や 、 、 回収率への影響を調べ

るために反応・沈降実験を行った。検討した条件は撹拌速

度 、 、 、反応溶液体積は 、 、 の 条件

である。反応槽にメスシリンダーで原水を所定量加え、

の添加時間が 分になるように 添加用のポンプ

の目盛りを所定の値に設定後、所定の撹拌速度 、 、

で撹拌を開始し、 添加用ポンプを作動させて

所定量（ の場合 ｍ 、 の場合 、 の場合

）の を約 分で添加した。 添加用ポンプ

を止め、 が一定となってから を に制御し、

が に達してから 時間撹拌した。

時間経過後、沈降実験を行った。まず、速やかに

のメスシリンダーに反応溶液を約 とり、メスシリン

ダーに加えた体積を読み、これを経過時間 時間の界面高

さとした。沈殿物の体積の測定は、最初の 時間は 分

間隔で行い、 時間目以降は、 、 、 時間に測定した。

界面高さは、事前に メスシリンダーの から

までの高さを測って体積と長さの関係を求めてお

き、反応溶液中の沈殿物体積から求めた。沈降実験用に試

料をメスシリンダーに取った 分後に反応槽に残った反

応溶液をガラス棒でよく撹拌し、 測定用に試料を遠心

管に採取し、 で 分間遠心分離を行ったのち、

のガラスフィルター で吸引ろ過し得た固形物を

ろ紙ごと ℃で 日乾燥させ、乾燥後重量を測定した。

残りの反応液を で 分間遠心分離後、上澄み液を

μ のメンブランフィルターでろ過し、ろ液に濃硝酸

を 加えて冷蔵庫で保管した。また、残ったろ液の

を測定した。

 
図 実験装置概要図 ． 調整器 ， ．制御用ポ

ンプ ， ．添加用ポンプ， ．撹拌機， ．撹拌翼，

． 電極， ． の ， ．はかり， 反応

槽
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析のために風乾試料 を のポリ瓶に加え、蒸留

水をメスシリダーで 加え振とう機で で 分

間振とう後、 μ のメンブランフィルターでろ過した。

分析方法

はインドフェノール青吸光光度法、 はチオシア

ン酸水銀法、 、 、 、 はフレーム原子吸光光度法

、 、 は 、

を用いて分析を行った。

結果と考察 
養豚廃水と処理原水

養豚廃水の濃度を表 に示す。表には示さないが、 は

で、 濃度は であった。 と は溶存態

濃度が全濃度よりも大きく、 約 倍、 は約 倍

大きかった。これら以外の元素については、溶存態と全濃

度はほぼ一致しており、主に溶存態で存在していた。処理

原水の濃度を図 に示す。表には示さないが、 は

で、 濃度は であった。 について溶存態濃度が

全濃度よりも約 倍大きかった。これ以外の元素では溶

存態と全濃度はほぼ一致していた。また、処理原水中の

と について、 は 、 は

で設定した値通りであった。

撹拌条件の検討

撹拌強度と物理的特性の関係

撹拌強度と沈降速度の関係を図 に示す。撹拌強度 は

以下の式 ⁾で算出した。

𝐺𝐺＝√𝐶𝐶・𝐴𝐴・𝑣𝑣³
2・𝛾𝛾・𝑉𝑉

…(1)

ここで、は撹拌強度 ⁻¹ 、は撹拌係数 を採用 、

は撹拌翼の面積 ² 、γは動粘性係数 × ²

⁾を使用 、 は撹拌槽容量 ³ である。 は撹拌翼の

周辺速度 であり、式 ⁾より求めた。

𝑣𝑣 = 2
3・2・𝜋𝜋・𝑅𝑅・ 𝑁𝑁

60…(2)

ここで、 は撹拌翼半径 、 は回転数 である。図

より、撹拌強度 ～ ⁻¹の範囲では沈降速度はほぼ一

定であったが ⁻¹以上になると沈降速度が低下した。

また、最も沈降速度が高い条件は撹拌強度が ⁻¹で、

このときの沈降速度は であった。最も沈降速

表 養豚廃水分析結果 。

全濃度

溶存態濃度

表 処理原水分析結果

全濃度

溶存態

濃度

  

殿槽における の沈降性を改善する必要があることが報

告された。

一般的に、 の沈降性は 粒径が大きくなることで良

好になる。原田 らは、大きな形状の を選択的に回

収できる最適条件の検討することを目的に、模擬養豚廃水

を用いて静置時間（ ～ ）および撹拌速度（ 、 ）

を変えて実験を行った。その結果、 添加後溶液の静置

時間を 時間、 源の滴下時間を長く、撹拌速度を

と遅くすることで、大きな形状の を選択的に回収する

ことが可能であることが報告された。佐藤 らは、 プ

ロセスにおいて、機械式撹拌型散気装置による撹拌が活性

汚泥の処理特性と沈降性に与える影響について検討し、撹

拌速度を ～ の範囲で活性汚泥の沈降実験を行

った。撹拌速度が上がると撹拌翼のせん断力の上昇により

粒子が細分化し、沈降性が悪化することを報告した。以上

のことから撹拌速度を低くすることで大きな粒子が得ら

れるが、養豚廃水から 、 生成による 、 、 同時

回収において撹拌速度による沈降性への影響は不明であ

る。

本研究では、回分式回収装置を用いて高 条件で養豚

廃水から 、 、 を同時回収した場合の撹拌条件の処理水

質や肥効成分回収への影響を明らかにすることを目的と

して、回分式の反応装置を用いて異なる撹拌速度と反応体

積で反応実験を行い、撹拌速度と体積から求めた撹拌強度

による沈降性、回分式回収の処理性能への影響を評価した。

 
 実験方法

養豚廃水および処理原水の調整

実験に用いた養豚廃水は、宮崎県内の養豚場から固液分

離後の廃水 を採取した。採取した養豚廃水の を測

定した後、一部を採取し で 分間遠心分離後、

残渣を ℃で 時間乾燥させて 濃度を求めた。全濃

度測定用に養豚廃水 に濃硝酸 を加えて加熱分

解を行い、0.45µm のメンブランフィルターを用いて吸引

ろ過した。また、溶存態濃度測定用に養豚廃水を

で 分間遠心分離後、 μ のメンブランフィルターで

ろ過した。

処理原水は、処理原水中の （ と の合計

に対する のモル比。以後、 ₄ を と表記する。）が

、 が となるように H₃PO₄溶液（ ）、

MgCl₂溶液 を養豚廃水に加えて調整した後、

冷蔵庫で保存した。処理原水は調整後、養豚廃水と同じよ

うに 濃度を求め、全濃度分析用試料と溶存態濃度分析

試料を得た。

実験装置

図 に実験装置の概要を示す。反応槽は のポリバケ

ツを用い、反応槽の攪拌には撹拌機（ 、 ）と

長方形攪拌翼（縦 ㎝、横 ㎝）を用いた。反応槽への

の 添加は添加用ポンプ（ 、 ）を用い、反

応槽の コントロールは 調整器（ 、 ）

と の 制御用ポンプ（ 、 ）を用いて行

った。添加した の 量を測定・記録するためにデジ

タルはかり（カスタム、 ）を用いた。

撹拌条件検討実験

撹拌強度による沈降性や 、 、 回収率への影響を調べ

るために反応・沈降実験を行った。検討した条件は撹拌速

度 、 、 、反応溶液体積は 、 、 の 条件

である。反応槽にメスシリンダーで原水を所定量加え、

の添加時間が 分になるように 添加用のポンプ

の目盛りを所定の値に設定後、所定の撹拌速度 、 、

で撹拌を開始し、 添加用ポンプを作動させて

所定量（ の場合 ｍ 、 の場合 、 の場合

）の を約 分で添加した。 添加用ポンプ

を止め、 が一定となってから を に制御し、

が に達してから 時間撹拌した。

時間経過後、沈降実験を行った。まず、速やかに

のメスシリンダーに反応溶液を約 とり、メスシリン

ダーに加えた体積を読み、これを経過時間 時間の界面高

さとした。沈殿物の体積の測定は、最初の 時間は 分

間隔で行い、 時間目以降は、 、 、 時間に測定した。

界面高さは、事前に メスシリンダーの から

までの高さを測って体積と長さの関係を求めてお

き、反応溶液中の沈殿物体積から求めた。沈降実験用に試

料をメスシリンダーに取った 分後に反応槽に残った反

応溶液をガラス棒でよく撹拌し、 測定用に試料を遠心

管に採取し、 で 分間遠心分離を行ったのち、

のガラスフィルター で吸引ろ過し得た固形物を

ろ紙ごと ℃で 日乾燥させ、乾燥後重量を測定した。

残りの反応液を で 分間遠心分離後、上澄み液を

μ のメンブランフィルターでろ過し、ろ液に濃硝酸

を 加えて冷蔵庫で保管した。また、残ったろ液の

を測定した。

 
図 実験装置概要図 ． 調整器 ， ．制御用ポ

ンプ ， ．添加用ポンプ， ．撹拌機， ．撹拌翼，

． 電極， ． の ， ．はかり， 反応

槽
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度が低い条件は撹拌強度 ⁻¹で、このときの沈降速度

は であった。撹拌速度が大きくなると沈降速

度が低下する理由は、佐藤ら ⁾報告しているように、撹

拌速度が上がると撹拌翼のせん断力の上昇により粒子が

細分化し、沈降性が悪化するためであると考えられる。

撹拌強度と濃縮率の関係を図 に示す。濃縮率は、沈降

実験の 時間のメスシリンダー界面高さを 時間後の界

面高さで除して算出した。図より、濃縮率は撹拌強度によ

る影響が見られず、ほぼ一定で平均 （最小 、最

大 ）であった。

撹拌強度と と の溶存態濃度の関係

撹拌強度と溶存態残存 、濃度の関係を図 に示すが、

については撹拌強度の影響がみられず、また最大

であり、全条件で の一律排水基準（ ）を満たして

いた。溶存態残存 濃度について、撹拌強度が増加するに

つれ 残存濃度は減少した。最も残存濃度が高い条件は撹

拌強度が ⁻¹でこのときの残存 濃度は であ

り、 の一律排水基準 を超えていた。最も低い条

件は撹拌強度が ⁻¹でこのときの残存 濃度は

であった。

撹拌強度と回収率の関係

撹拌強度と および 回収率の関係を図 に示す。回

図 撹拌強度と濃縮率の関係 ○ 撹拌速度

□ 撹拌速度 △ 撹拌速度
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図 撹拌強度と溶存態残存濃度の関係 ○ 撹拌速度 □ 撹拌速度 △ 撹拌速度
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図 撹拌強度と沈降速度の関係 ○ 撹拌速度
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図 撹拌強度と回収率の関係 ○ 撹拌速度 □ 撹拌速度 △ 撹拌速度
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収率は反応前の原水中の全元素重量と反応後溶液の溶存

態元素重量の差を反応前の全元素重量で除して算出した。

撹拌強度が増加するにつれ 回収率は増加した。最も 回

収率が高い条件は撹拌強度が ⁻¹でこのときの 回

収率は であった。最も 回収率が低い条件は撹拌強度

が ⁻¹でこのときの 回収率は であった。 回収

率について、撹拌強度が増加すると 回収率は低下した。

最も 回収率が高い条件は撹拌強度が ⁻¹でこのとき

の 回収率は であった。最も 回収率が低い条件は撹

拌強度が ⁻¹でこのときの 回収率は であった。

撹拌強度に対して 回収率と 回収率の間で逆の相関が

あったが、その理由は不明であった。また、これらの結果

から と の回収率を撹拌強度で制御できる可能性が示

された。 平均回収率（ と 回収率の合計の平均）を図

に示す。 平均回収率は ～ （平均 ）の範囲で

ほぼ一定であった。

以上より、撹拌強度の増加に伴い、沈降速度は減少し、

回収率は増加し、 回収率は減少した。よって、沈降速

度が最も高い撹拌強度 ⁻¹、 回収率が最も高い撹拌

強度 ⁻¹、および 回収率が最も高い ⁻¹の 条

件を回分式回収実験の条件とした。

回分式回収実験

物質収支

表 に原水中の元素重量に対する処理水と沈殿物の合

計元素重量の比を示す。全ての元素で概ね ± であ

り、物質収支が成り立っていた。表 に沈殿物への分配率

を示す。沈殿物への分配率は処理水と沈殿物中の合計元素

重量に対する沈殿物中全元素重量の比で求めた。撹拌強度

によらず全ての元素について分配率がほぼ一定であり、撹

拌強度による影響は見られなかった。 、 及び の分配

率が概ね であり、これらのほとんどは沈殿物に存在

していた。 について が処理水に残存した。 成分

である 、 、 に比べて の処理水に残存する割合が高

い理由は、 では 、 は より と優先的に反応

して を生成するため 、未反応の が溶存態として

存在しているからである。 と は溶存性が高いので固

形物が多い沈殿物への分配率が低かった。

処理水水質

図 に処理水中の 濃度を示す。 濃度は撹拌強度の

増加と共に増加する傾向があったが、最大でも と

低く、静置による固液分離は十分にできていたと考えられ

た。図 に処理水の全濃度を示す。撹拌強度が増加すると

の全濃度は増加し、撹拌強度 ⁻¹では で排

水基準 をわずかに満たさなかった。撹拌強度が増

加すると の全濃度は減少し、検討した撹拌強度の範囲で

は排水基準（ ）を満たした。撹拌強度が増加する

と と の全濃度は増加し、 と の全濃度は、撹拌

強度に関係なく一定であった（ で平均 、 で

）。

表 に処理水中の全濃度に対する溶存態濃度の割合を

示す。撹拌強度の増加と共に と は減少し、 、 、

はほぼ一定であった。 について、処理水の全濃度に対す

る溶存態濃度の割合は で 程度が 態であった。、

、 と比べて の溶存態の割合が低くなる理由は、処理

水中の 、 、 の全濃度と比べて の全濃度が 程度

低く（図 参照）、 態の割合がこれらの元素よりも高い

ためである。 と のほとんどは処理水中に溶存態で存

在していた。図 に示したように、撹拌強度の増加に伴い

図 撹拌強度と 平均回収率の関係 ○ 撹拌速度

□ 撹拌速度 △ 撹拌速度
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度が低い条件は撹拌強度 ⁻¹で、このときの沈降速度

は であった。撹拌速度が大きくなると沈降速

度が低下する理由は、佐藤ら ⁾報告しているように、撹

拌速度が上がると撹拌翼のせん断力の上昇により粒子が

細分化し、沈降性が悪化するためであると考えられる。

撹拌強度と濃縮率の関係を図 に示す。濃縮率は、沈降

実験の 時間のメスシリンダー界面高さを 時間後の界

面高さで除して算出した。図より、濃縮率は撹拌強度によ

る影響が見られず、ほぼ一定で平均 （最小 、最

大 ）であった。

撹拌強度と と の溶存態濃度の関係

撹拌強度と溶存態残存 、濃度の関係を図 に示すが、

については撹拌強度の影響がみられず、また最大

であり、全条件で の一律排水基準（ ）を満たして

いた。溶存態残存 濃度について、撹拌強度が増加するに

つれ 残存濃度は減少した。最も残存濃度が高い条件は撹

拌強度が ⁻¹でこのときの残存 濃度は であ

り、 の一律排水基準 を超えていた。最も低い条

件は撹拌強度が ⁻¹でこのときの残存 濃度は

であった。

撹拌強度と回収率の関係

撹拌強度と および 回収率の関係を図 に示す。回

図 撹拌強度と濃縮率の関係 ○ 撹拌速度

□ 撹拌速度 △ 撹拌速度
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図 撹拌強度と溶存態残存濃度の関係 ○ 撹拌速度 □ 撹拌速度 △ 撹拌速度
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図 撹拌強度と沈降速度の関係 ○ 撹拌速度

□ 撹拌速度 △ 撹拌速度
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図 撹拌強度と回収率の関係 ○ 撹拌速度 □ 撹拌速度 △ 撹拌速度

85
86
87
88
89
90
91
92
93
94
95

0 20 40 60 80 100 120

回
収
率

撹拌強度 ⁻¹)

55
57
59
61
63
65
67
69
71
73
75

0 20 40 60 80 100 120

回
収

率

撹拌強度 ⁻¹)

  

収率は反応前の原水中の全元素重量と反応後溶液の溶存

態元素重量の差を反応前の全元素重量で除して算出した。

撹拌強度が増加するにつれ 回収率は増加した。最も 回

収率が高い条件は撹拌強度が ⁻¹でこのときの 回

収率は であった。最も 回収率が低い条件は撹拌強度

が ⁻¹でこのときの 回収率は であった。 回収

率について、撹拌強度が増加すると 回収率は低下した。

最も 回収率が高い条件は撹拌強度が ⁻¹でこのとき

の 回収率は であった。最も 回収率が低い条件は撹

拌強度が ⁻¹でこのときの 回収率は であった。

撹拌強度に対して 回収率と 回収率の間で逆の相関が

あったが、その理由は不明であった。また、これらの結果

から と の回収率を撹拌強度で制御できる可能性が示

された。 平均回収率（ と 回収率の合計の平均）を図

に示す。 平均回収率は ～ （平均 ）の範囲で

ほぼ一定であった。

以上より、撹拌強度の増加に伴い、沈降速度は減少し、

回収率は増加し、 回収率は減少した。よって、沈降速

度が最も高い撹拌強度 ⁻¹、 回収率が最も高い撹拌

強度 ⁻¹、および 回収率が最も高い ⁻¹の 条

件を回分式回収実験の条件とした。

回分式回収実験

物質収支

表 に原水中の元素重量に対する処理水と沈殿物の合

計元素重量の比を示す。全ての元素で概ね ± であ

り、物質収支が成り立っていた。表 に沈殿物への分配率

を示す。沈殿物への分配率は処理水と沈殿物中の合計元素

重量に対する沈殿物中全元素重量の比で求めた。撹拌強度

によらず全ての元素について分配率がほぼ一定であり、撹

拌強度による影響は見られなかった。 、 及び の分配

率が概ね であり、これらのほとんどは沈殿物に存在

していた。 について が処理水に残存した。 成分

である 、 、 に比べて の処理水に残存する割合が高

い理由は、 では 、 は より と優先的に反応

して を生成するため 、未反応の が溶存態として

存在しているからである。 と は溶存性が高いので固

形物が多い沈殿物への分配率が低かった。

処理水水質

図 に処理水中の 濃度を示す。 濃度は撹拌強度の

増加と共に増加する傾向があったが、最大でも と

低く、静置による固液分離は十分にできていたと考えられ

た。図 に処理水の全濃度を示す。撹拌強度が増加すると

の全濃度は増加し、撹拌強度 ⁻¹では で排

水基準 をわずかに満たさなかった。撹拌強度が増

加すると の全濃度は減少し、検討した撹拌強度の範囲で

は排水基準（ ）を満たした。撹拌強度が増加する

と と の全濃度は増加し、 と の全濃度は、撹拌

強度に関係なく一定であった（ で平均 、 で

）。

表 に処理水中の全濃度に対する溶存態濃度の割合を

示す。撹拌強度の増加と共に と は減少し、 、 、

はほぼ一定であった。 について、処理水の全濃度に対す

る溶存態濃度の割合は で 程度が 態であった。、

、 と比べて の溶存態の割合が低くなる理由は、処理

水中の 、 、 の全濃度と比べて の全濃度が 程度

低く（図 参照）、 態の割合がこれらの元素よりも高い

ためである。 と のほとんどは処理水中に溶存態で存

在していた。図 に示したように、撹拌強度の増加に伴い

図 撹拌強度と 平均回収率の関係 ○ 撹拌速度

□ 撹拌速度 △ 撹拌速度
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、 、 の処理水中の全濃度が増加したが、その理由はこ

れらの元素を含む の濃度がわずかであるが増加したた

めと考えられた。一方、撹拌強度の増加と共に の全濃度

が減少したが、これは、 のほとんどが溶存態で存在し、

また が と高く が揮散しやすい状態にあり、撹拌

強度の増加に伴い揮散量が増加したためであると考えら

れた。

以上から、回分式回収実験において水処理の観点からは、

全濃度が排水基準を満たす ⁻¹以下が好ましい撹拌

強度といえた。ただし、 は養豚廃水処理の後段に設置

される活性汚泥法で除去される可能性もあり、今後養豚廃

水処理全体で検討する必要がある。

沈殿物

図 に沈殿物中の固形物濃度を示す。固形物濃度は沈殿

物の含水率から求めた。撹拌強度に関係なく、固形物濃度

はほぼ一定（ ～ ）であった。 での沈降実験に

おける 時間後の濃縮後の 濃度（濃縮前の 濃度×

濃縮率）は ～ であり、沈降時間が 分程度の今

回の結果はこれと同程度であることから、沈降時間は

分で十分であるといえた。

図 に沈殿物の全濃度を示す。 、 は撹拌強度によら

ず一定であった。、 は撹拌強度が増加すると低下した。

、 についてはそれぞれ ～ 、 ～

で撹拌強度による影響は見られなかった。

表 に沈殿物中の全濃度に対する溶存態濃度の割合を

示す。全ての元素で撹拌強度による影響が見られなかった。

と の溶存態の割合が約 以下であり、ほとんどが固

形物として存在していた。 、 について、 は 割ほどが

沈殿物中の固形物として存在していた。固形物を作らない

と考えられる はほぼ全量が溶存態で存在していた。

は約 割が固形物で存在していた。

風乾物中の含水率は ％～ ％であった。表 に風乾

物の ベースでの全含有量を示す。全ての元素で撹拌強

度によらず、ほぼ一定の含有量であった。 、 、 の含有

       

図 処理水の全濃度（○： ，□： ，△： ，◇： ，●： ，■： ）
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図 沈殿物の全濃度（○： ，□： ，△： ，

◇： ，●： ，■： ）
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表 処理水中の全濃度に対する溶存態濃度の割合

撹拌強度

⁻¹

  

量は混合動物排せつ物複合肥料に必要な最小量 ⁾である

％ 、 P₂O₅(0.22% 、 K₂0(0.42% を満たしてい

た。

表 に風乾物の ベースでのク溶性含有量を示す。

全含有量の ～ がク溶性含有量であった。表 に風

乾物の ベースでの正味ク溶性含有量を示す。正味のク

溶性含有量は、ク溶性含有量から水溶性含有量を差し引く

ことで求めた。全ての元素で撹拌強度による影響は見られ

なかった。 、 、 、 について、正味のク溶性含有量は

全含有量と同程度であったことから、これらの元素は風乾

物中では正味のク溶性として存在していた。 の正味の

ク溶性含有量は全含有量と比べ小さく、 のほとんどは

風乾物中で水溶性として存在していた。 について、正

味のク溶性として 含まれていたが、 ら は反

応溶液中の モル比 が よりも大きいと の

が と置換した ₄ が生成することを報告して

おり、本実験でも反応溶液中の が ～ と高か

ったことから、 の一部が として固形物に含まれて

いたと考えられた。また、これは の沈殿物中の溶存態

の割合が よりも低いことの理由でもある。風乾物収量

を沈殿物重量に風乾操作による風乾物回収率を乗じるこ

とで求め、それを原水体積で除した風乾物収率（単位原水

当たり風乾物収量）は ～ であり、撹拌強度の

影響は認められなかった。

表 に肥効成分回収率（風乾物中の各元素の回収率）

を示す。肥効成分回収率は原水中の全元素重量に対する風

乾物として回収された元素重量の比で算出した。なお、

の肥効成分回収率は撹拌強度によらず であった。撹

拌強度の増加と共に は減少し、 は増加した。これは図

に示した結果と一致した。 の肥効成分回収率の範囲は

図 の結果と同程度であるが、 の肥効成分回収率は図

よりも全体に高くなった。これは、 では回収率は固形

物としての回収率として計算しているが、肥効成分回収率

の計算で用いている風乾物には水溶成分が含まれている

ため、肥効成分回収率の方が高くなった。また、 は風乾

操作中に揮散することから 回収率と の肥効成分回収

率に大きな違いはなかった。 肥効成分回収率（ と の

肥効成分回収率の合計の平均）は撹拌強度 ⁻¹で最大

であった。図 の 回収率と比較すると全体的に増

加していた。この理由は 回収率と同様である。

表 に各元素の沈殿物中の重量に対する風乾物中の重

量の割合を示す。全ての元素で撹拌強度の影響は見られな

かった。 、 、 について、割合が であったことか

ら沈殿物中に風乾物態として存在していた。 について、

、 と比べてやや低いが、これは風乾過程で の一部が

大気へ揮散したためと考えられた。 と について、沈

殿物重量に対する風乾物重量の割合はそれぞれ ～ 、

～ で全含有量が低かった。

以上より、回分式回収実験において資源回収の観点から

は、撹拌強度に関係なく風乾物中の 、 、 含有量は一定

で、混合動物排せつ物複合肥料に必要な最小量を満足した。

また、風乾物収率も撹拌強度の影響を受けなかった。 肥

効成分回収率もいずれの撹拌強度でも であった。撹

拌強度の増加と共に、 肥効成分回収率は増加し、 肥効

成分回収率は減少した。 肥効成分回収率は撹拌強度の

影響は受けなかった。肥効成分回収率の観点から、 の

合計平均回収率が最も高い ⁻¹の撹拌強度が好まし

いといえた。ただし、この撹拌強度以外でも 肥効成分

表 沈殿物中の全濃度に対する溶存態濃度の割合

撹拌強度

⁻¹

表 風乾物中の全含有量

撹拌強度

⁻¹

表 風乾物中のク溶性含有量

撹拌強度

⁻¹

表 風乾物中の正味ク溶性含有量

撹拌強度

⁻¹

表 肥効成分回収率

撹拌強度

⁻¹

肥効成分回収率 と の肥効成分回収率の合計

の平均

表 各元素の沈殿物中の重量に対する風乾物中の

重量の割合

撹拌強度

⁻¹
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、 、 の処理水中の全濃度が増加したが、その理由はこ

れらの元素を含む の濃度がわずかであるが増加したた

めと考えられた。一方、撹拌強度の増加と共に の全濃度

が減少したが、これは、 のほとんどが溶存態で存在し、

また が と高く が揮散しやすい状態にあり、撹拌

強度の増加に伴い揮散量が増加したためであると考えら

れた。

以上から、回分式回収実験において水処理の観点からは、

全濃度が排水基準を満たす ⁻¹以下が好ましい撹拌

強度といえた。ただし、 は養豚廃水処理の後段に設置

される活性汚泥法で除去される可能性もあり、今後養豚廃

水処理全体で検討する必要がある。

沈殿物

図 に沈殿物中の固形物濃度を示す。固形物濃度は沈殿

物の含水率から求めた。撹拌強度に関係なく、固形物濃度

はほぼ一定（ ～ ）であった。 での沈降実験に

おける 時間後の濃縮後の 濃度（濃縮前の 濃度×

濃縮率）は ～ であり、沈降時間が 分程度の今

回の結果はこれと同程度であることから、沈降時間は

分で十分であるといえた。

図 に沈殿物の全濃度を示す。 、 は撹拌強度によら

ず一定であった。、 は撹拌強度が増加すると低下した。

、 についてはそれぞれ ～ 、 ～

で撹拌強度による影響は見られなかった。

表 に沈殿物中の全濃度に対する溶存態濃度の割合を

示す。全ての元素で撹拌強度による影響が見られなかった。

と の溶存態の割合が約 以下であり、ほとんどが固

形物として存在していた。 、 について、 は 割ほどが

沈殿物中の固形物として存在していた。固形物を作らない

と考えられる はほぼ全量が溶存態で存在していた。

は約 割が固形物で存在していた。

風乾物中の含水率は ％～ ％であった。表 に風乾

物の ベースでの全含有量を示す。全ての元素で撹拌強

度によらず、ほぼ一定の含有量であった。 、 、 の含有

       

図 処理水の全濃度（○： ，□： ，△： ，◇： ，●： ，■： ）
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図 沈殿物中の固形物濃度

0

5

10

15

20

0 20 40 60 80 100 120

固
形
物
濃
度

撹拌強度 ⁻¹)

  

図 沈殿物の全濃度（○： ，□： ，△： ，

◇： ，●： ，■： ）
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表 処理水中の全濃度に対する溶存態濃度の割合

撹拌強度

⁻¹

  

量は混合動物排せつ物複合肥料に必要な最小量 ⁾である

％ 、 P₂O₅(0.22% 、 K₂0(0.42% を満たしてい

た。

表 に風乾物の ベースでのク溶性含有量を示す。

全含有量の ～ がク溶性含有量であった。表 に風

乾物の ベースでの正味ク溶性含有量を示す。正味のク

溶性含有量は、ク溶性含有量から水溶性含有量を差し引く

ことで求めた。全ての元素で撹拌強度による影響は見られ

なかった。 、 、 、 について、正味のク溶性含有量は

全含有量と同程度であったことから、これらの元素は風乾

物中では正味のク溶性として存在していた。 の正味の

ク溶性含有量は全含有量と比べ小さく、 のほとんどは

風乾物中で水溶性として存在していた。 について、正

味のク溶性として 含まれていたが、 ら は反

応溶液中の モル比 が よりも大きいと の

が と置換した ₄ が生成することを報告して

おり、本実験でも反応溶液中の が ～ と高か

ったことから、 の一部が として固形物に含まれて

いたと考えられた。また、これは の沈殿物中の溶存態

の割合が よりも低いことの理由でもある。風乾物収量

を沈殿物重量に風乾操作による風乾物回収率を乗じるこ

とで求め、それを原水体積で除した風乾物収率（単位原水

当たり風乾物収量）は ～ であり、撹拌強度の

影響は認められなかった。

表 に肥効成分回収率（風乾物中の各元素の回収率）

を示す。肥効成分回収率は原水中の全元素重量に対する風

乾物として回収された元素重量の比で算出した。なお、

の肥効成分回収率は撹拌強度によらず であった。撹

拌強度の増加と共に は減少し、 は増加した。これは図

に示した結果と一致した。 の肥効成分回収率の範囲は

図 の結果と同程度であるが、 の肥効成分回収率は図

よりも全体に高くなった。これは、 では回収率は固形

物としての回収率として計算しているが、肥効成分回収率

の計算で用いている風乾物には水溶成分が含まれている

ため、肥効成分回収率の方が高くなった。また、 は風乾

操作中に揮散することから 回収率と の肥効成分回収

率に大きな違いはなかった。 肥効成分回収率（ と の

肥効成分回収率の合計の平均）は撹拌強度 ⁻¹で最大

であった。図 の 回収率と比較すると全体的に増
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効成分回収率もいずれの撹拌強度でも であった。撹

拌強度の増加と共に、 肥効成分回収率は増加し、 肥効

成分回収率は減少した。 肥効成分回収率は撹拌強度の

影響は受けなかった。肥効成分回収率の観点から、 の

合計平均回収率が最も高い ⁻¹の撹拌強度が好まし

いといえた。ただし、この撹拌強度以外でも 肥効成分

表 沈殿物中の全濃度に対する溶存態濃度の割合

撹拌強度

⁻¹

表 風乾物中の全含有量

撹拌強度

⁻¹

表 風乾物中のク溶性含有量

撹拌強度

⁻¹

表 風乾物中の正味ク溶性含有量

撹拌強度

⁻¹

表 肥効成分回収率

撹拌強度

⁻¹
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回収率は 以上あり、その差は小さかった。また、撹拌

強度 ⁻¹は、水処理の観点からも適切な撹拌強度であ

った。

 
まとめ

 
本研究では、養豚廃水から 、 、 を同時回収した場合

の撹拌条件の処理水質や肥効成分回収への影響を明らか

にすることを目的として、回分式の反応装置を用いて回収

実験を行った。得られた知見を以下に示す。

撹拌強度 ～ ⁻¹の範囲では沈降速度はほぼ一定

であったが ⁻¹以上になると沈降速度が低下した。

処理水中の 濃度は最大で とわずかで、固液

分離は十分に行われた。

撹拌強度 ⁻¹以下で処理水中の 及び の全濃度

は排水基準を満たした。

風乾物の 、 、 含有量は混合動物排せつ物複合肥料

に必要な最小量である ％ 、 ₂ ₅ 、

₂ を満たした。

風乾物収率は撹拌強度の影響を受けず、 ～

であった。また、風乾物の含水率は ～ であった。

肥効成分回収率は撹拌強度が増加すると、 について

は増加したが、 については減少した。 と の合計の

平均回収率は撹拌強度 ⁻¹で最大 であった。

また、 の肥効成分回収率は撹拌強度によらず で

あった。

水処理と資源回収の両方の観点から、撹拌強度 ⁻

¹が最適な撹拌強度であった。

今回検討した撹拌強度の範囲（ ～ ⁻¹）では、

処理水水質、肥効成分・風乾物収率の変動は小さく、

撹拌強度の厳密な制御は不要であると考えられた。

今後の課題として、撹拌強度が増加すると が残存しや

すいので、 の排水基準を満たすために今後、活性汚泥法

を含む養豚廃水処理全体で検討する必要がある。
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